
　非営利組織の財務情報について一般市民、あるいは潜在的寄付者がどのように評価を
行っているかに関する国内の分析は蓄積がない。特に、どのような個人がどのように寄付
等の意思決定を行っているかという個人属性に着眼した実証分析が取り組まれておらず、
科学的な根拠にもとづいた情報開示戦略が検討されていないという実態がある。そこで本
研究では、非営利組織の財務情報を活用した意思決定に対して、直接的に影響を及ぼすと
考えられる情報利用者の会計知識や、間接的に影響すると考えられる非営利組織との関わ
りやボランティア経験が、潜在的寄付者である市民の判断にどのような影響を与えている
か実証的に分析する。その結果、潜在的寄付者の会計知識やボランティア経験が、非営利
組織の支出や収入に関して重視する情報項目に影響を与えている可能性が示された。非営
利組織は寄付や会費を依頼する際に、対象者の属性を考慮して情報開示のあり方を検討す
ることが重要であると考えられる。

Abstract
There is no accumulation of the domestic studies on the potential donor’s behavior to evaluate 

the financial information of nonprofit organizations (NPOs). In particular, no empirical analysis has 
been conducted to identify what kinds of personal attribute affect donors’ decision making, so that 
the evidence-based strategy would not be employed to consider the financial disclosure. 
Therefore, this paper aims to examine the impact of the accounting knowledge of information 
users, the engagement to NPOs, and the experience of volunteering on the decision making of 
donors who use financial information of NPOs. Our empirical results show that these factors may 
affect the evaluation behaviors of potential donors regarding information items such as revenues 
and expenditures. This result indicates that it is important for NPOs to consider the ways of 
financial disclosure when ask for charitable giving.
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Ⅰ　はじめに

　非営利組織（NPO）の財務情報を、どのよう
に市民に向けて発信するかということは、寄付
等の資金源を増やしたい団体にとって悩ましい
実践的課題である。また、学界においてもどの
ような財務情報が情報利用者にとって有用であ
り、いかなる情報公開が寄付行動に影響を与え
るか議論がなされている。そして、海外の学術
的潮流においても、NPOの財務情報に関する
分析的枠組みの構築や評価指標の作成、そして
開示項目の精緻化が進められている段階である。
　例えば、Greenlee & Brown［1999：pp.120‒
121］は、アメリカのペンシルベニア州におけ
るパブリック・チャリティの財務データを用い
て、管理費やファンドレイジング費などが寄付
金収入との間に有意な関係性があることを回帰
分析によって示している。また、Trussel & 
Parsons［2008：pp.273‒282］は、アメリカで
Form 990を提出する団体等から4,000団体を抽
出して回帰分析を行った結果、効率性・安定
性・情報・名声に関する財務報告が寄付金収入
に影響を与えるとしている。さらに、監査の質
の確保（Kitching［2009：pp.518‒523］）や、経営
責任者に支払われる給与等の金額の大きさ

（Oster［1998：p.219］）が、寄付の獲得可能性に
与える影響についても議論されている。ただし、
Parsons & Trussel［2009：p.36］では、NPO
は利潤を追求することを主たる動機としないこ
とから、財務面だけでなく運営面に関する情報
も重要であることが指摘されている。
　しかしながら、NPOの財務情報が寄付金収
入や寄付者の意思決定に与える影響について分
析した日本の研究はまだ少なく、近年に取り組
みが始まったばかりである。NPOの寄付金収
入に影響を与える財務情報について、石田

［2008：pp.52‒53］はNPO法人の財務諸表デー

タを用いて、活動分野によって財源多様性に差
があることを示し、馬場ほか［2010：pp.104‒
107］はNPO法人の財務持続性と収入構成等と
の関係性を統計的に分析している。そして、中
嶋・馬場［2012：pp.71‒77］は愛知県所轄の
NPO法人のパネル・データを用いて、成長性
と安定性に影響を与える財務要因を分析してい
る。また、寄付者に影響を与える財務情報につ
いては、馬場ほか［2013：pp.7‒8］がNPO法人
への実際の寄付者がどのような情報項目を重視
しているか、アンケート調査によって分析を
行っているが、寄付者の個人属性が寄付に関す
る意思決定にどのような影響を与えているかに
ついては、いまだ検討が進んでいない状態であ
る。
　財務情報が寄付行動に与える影響を明らかに
するためには、NPOが発信する財務情報につ
いて、潜在的な寄付者である一般市民がどのよ
うに認識し、評価しているかということを考え
る必要がある。Herman & Renz［2004：p.702］
によれば、NPOがどのような関係性をステー
クホルダーとの間に有しているか考慮すべきで
あり、ステークホルダーの声を聞き、何が求め
られているかを明確にする必要があると述べて
いる。そして、Wellens & Jegers［2013：p.234］
は、NPOの効果的なガバナンスと、政府や受
益者などの多様なステークホルダーが抱いてい
る期待との間にあるギャップについて既存の議
論を整理したうえで、多様な主体の利害を調整
し、ガバナンス実践の向上につながる洞察を得
る必要があることを指摘している。
　そこで本研究では、これらの先行研究を手掛
かりとして、まず潜在的寄付者としての一般市
民が、NPOによって公開される情報項目をど
のように認識しているかを明らかにしたい。特
に、本研究における独自の視点として、潜在的
寄付者の財務情報に対する解釈に影響すると推
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測される、個人属性についても考察を加える。
すなわち、会計知識やボランティア経験の有無
によって、潜在的寄付者が重視する財務情報に
相違が生じるかどうかを実証的に明らかにする
ことにより、情報利用者の特性に応じた情報開
示の必要性に関する実践的なインプリケーショ
ンが得られると考える。
　本論文の構成は次のとおりである。まず、
NPOの財務情報を潜在的寄付者がどのように
評価しているか、アンケート調査によって入手
したデータにもとづいて分析を行う。そのうえ
で、本研究が着眼する会計知識やボランティア
経験などの個人属性が、個々の潜在的寄付者が
重視する財務情報に影響を与えているかどうか
を探るために、これらの変数間の関係性を定量
的に検証する。最後に、上述の分析結果にもと
づいて、NPOがどのように情報提供を行うこ
とが有効であるか、実践的な考察を加えたい。

Ⅱ　潜在的寄付者が重視する情報項目

　前節に述べたとおり本論文では、潜在的寄付
者としての市民が、NPOによって公開される
情報項目として何を、どの程度重要であると考
えているかという点に着眼し、実証的に分析す
ることを目的としている。
　そこで、2012年７月にネットマイル株式会社
に対してアンケート調査を委託し、同社が契約
しているモニターを対象としてインターネット
上で回答をしてもらった。回収サンプルサイズ
は2,000であり、男女は半数ずつ、年齢構成は
20歳からの10歳間隔として、できる限り全国の
人口構成にあわせるようにした。ただし、60歳
以上については調査手法による限界もあり、現
実の人口比率に比べると回収数は少ない。この
とき、インターネットモニターを対象とするこ
とによってバイアスが生じる可能性も考えられ
るが、一般の人々にNPOの情報公開について
判断してもらうという調査の実施可能性に鑑み、
さらには国内外において回答者の属性も考慮し
た同様の調査が行われていないことから、初期
段階における予備的かつ基礎的な研究として本

調査は有用であると考えている。
　本研究によって明らかにしたいことは、潜在
的寄付者が会費や寄付の拠出を決定するにあ
たって、NPOが公開する各種の情報項目をど
の程度重要と考えているかという点である。こ
れらの重要度が、今回の実証分析モデルにおけ
る被説明変数となるが、実際の設問では「非常
に重要」から「重要でない」までの５件法によ
り回答を得ている。
　図１は、５件法によって得られた結果を「非
常に重要」と「重要」という積極的な回答と、

「それ以外」の２段階に集約表示したものであ
る。重要という回答割合が高かった情報項目を
並べると、「効率的に人件費が使われているか」

（59.1％）、「人件費や旅費交通費、家賃、消耗品
費などの資金の使い道」（58.2％）、「事業に使っ
た資金の割合」（57.0％）、「団体の活動目的や
ミッション」（56.5％）、「役員報酬の有無」

（55.9％）という順番になっている。これらの結
果から、潜在的寄付者の関心が高い情報項目は、
資金の使途と団体のミッションに関するもので
あることがわかる。
　なお、上述の支出に関する情報項目と比較す
ると、多様な収入源の確保といった収入に関す
る情報項目や、内部留保といった財産に関する
情報項目に対する潜在的寄付者の関心は相対的
に低い。ただし、収入に関する３つの情報項目
である事業収入、寄付・補助金の金額、多様な
収入源の確保という３者を比較すると、わずか
な差ではあるが、寄付・補助金の金額を重視す
る人が多かった。そして、最も重視されていな
かった情報項目は、理事やスタッフの人員構成
や人間関係であり、税制優遇が受けられる団体
かどうかもあまり重要性は高くない。

Ⅲ　会計知識とボランティア経験が与
える影響

１　分析モデルの仮説と記述統計量
　前節では、潜在的寄付者がどのような情報項
目を選好しているかについて、アンケート調査
の結果にもとづいて整理を行った。そこで本節
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では、潜在的寄付者が財務情報に対して有する
それらの選好に対して、個人的な属性がどのよ
うに影響を与えているか検証することにしたい。
特に、前述のように潜在的寄付者は支出項目を
中心とした財務情報を重視している点から、こ
のような特質に影響しうる個人属性に着目して
検証を進める。
　このとき、財務情報を重視するということは、
財務情報を読み取る力、すなわち会計に関する
知識や経験をどの程度有しているかという個人
属性がまず注目される。ただし、直接的に財務
情報に対する判断へと影響を与える、会計スキ
ルを考慮するだけでは不十分である。なぜなら、
本研究において潜在的寄付者として想定してい
る一般市民には、いまだNPOに関する理解や
認知が広く浸透していない。そのため、何らか
のNPOとの関わりを有するか否かによって、
財務情報に対する見方も大きく相違する可能性
が考えられる。そこで、上述の会計スキルに加
えて、間接的に財務情報の見方に対して影響を

及ぼすと考えられる個人属性として、NPOと
の関わりやボランティア活動の経験の有無など
も検討することとした。
　このような分析的枠組みにもとづき、本研究
では、以下の２点を検証すべき仮説として提示
している。
　⑴　会計に関するスキルがある人は、ない人
に比べて、NPOの活動情報や財務情報を
重視する。

　⑵　NPOに関わりや理解のある人は、ない
人に比べて、NPOの活動情報や財務情報
を重視する。

　これらの２つの仮説を検証するために、会計
スキルについては、会計に関する教育をどの程
度受けたか、あるいは現在そのスキルを用いる
環境にあるかといった調査項目を設けている。
この調査結果をみると、何も会計経験がないと
いう回答者が55.2％であるものの、半数近くが
財務や会計について何らかの教育や実践を経て
いることがわかる。会計知識や経験の内容をみ
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図１　潜在的寄付者が重視するNPOの情報項目

出所：筆者作成
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ると、企業・NPO・商店などでの実務経験が
ある者が17.1％、簿記等の資格を保有している
者が10.6％、会計関連の授業やセミナーを受講
したことがある者が16.5％であった。そして、
税理士や会計士などの専門家も0.6％となって
いる。
　会計専門家のサンプル数は、当然のことなが
ら少数ではあるが、会計実務を行った経験があ
ることや、簿記の資格を有していたり、学校な
どで講義を受けたりしたことがあるという条件
でみれば、相当数の潜在的寄付者が何らかの会
計経験を有している。そこで、会計に関する知
識や経験の程度によって、NPOの収入構成や
支出構造に対する見方に相違が生じるかどうか、
回帰分析による検証を行うこととする。
　続いて、NPOとの関わりについては、ボラ
ンティア活動の有無やNPO法人での勤務経験
に加えて、NPO法人によるサービス利用の有
無を回答してもらった。この調査結果をみると、
何らかのNPOとの関わりがある者は16.0％にと
どまり、何の経験もない者が84.0％にのぼった。
また、ボランティア経験がある人のうち、過去
１年間にボランティア活動に参加した経験があ
る者は、定期・不定期をあわせて14.3％であっ
た。また、過去１年には参加していないが、そ
れ以前にボランティアをしたことがある者は

25.9％、全く参加したことがないという者は
59.8％であった。
　したがって、NPOとの関わりがあるサンプ
ルは限られているが、ボランティアやスタッフ
として供給者側からNPO法人の活動に参加す
ることや、サービスを利用することを通して需
要者側からNPO法人に関わることによって、
NPOの存在意義や社会的位置づけ、さらには
組織運営のあり方といったことを理解する機会
が得られる。NPOに対してこのような接点を
多く持っている人ほど、資金源としての寄付や
会費の重要性、人件費などの資金の使途、間接
経費の必要性などに関するNPO固有の財務的
特質を理解している可能性が高く、財務情報に
対する見方にも変化が生じていると推測される。
２　計量モデルによる推定結果
　これらの回答結果を用いて、NPOの活動目
的や、支出及び収入に関する情報項目に焦点を
あてて、NPOに寄付や会費を拠出する際の意
思決定にあたり、どのような個人属性をもつ潜
在的寄付者が、いかなる財務情報を重視してい
るか検証してみたい。計量モデルに関して、被
説明変数は財務情報の重視度について図１に示
した二値変数を用いることとし、それに対応し
てロジットモデルを採用している。なお、表１
に計量分析において用いる、すべての変数の記
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表１　記述統計量

　　　被説明変数
［重視=1、それ以外=0］

説明変数

活動目的
事業収入金額
寄付金・補助金収入金額
効率的人件費
事業費割合
性別［女性=1、男性=0］
年齢
NPOとの関わり
ボランティア活動経験
会計知識・経験

100.500.572,000
100.500.492,000
100.500.492,000
100.490.592,000
100.500.572,000
100.500.502,000

862014.1445.792,000
100.370.162,000
410.831.582,000
511.191.902,000

最大値最小値標準偏差平均値N

出所：筆者作成



述統計量を示している。
　また、表２はロジットモデルによる推定結果
を示したものである。推定結果にはオッズ比を
示しており、被説明変数はそれぞれ「団体の活
動目的やミッション」（活動目的）、「事業による
収入の金額」（事業収入金額）、「寄付金や補助金
による収入の金額」（寄付金・補助金収入金額）、

「効率的に人件費が使われているか」（効率的人

件費）、「事業に使った資金の割合」（事業費割合）
とする５種類の分析を行っている。そして、説
明変数については比較的多くの潜在的寄付者が
参加している「ボランティア活動経験」と、そ
の他の「NPOとの関わり」を分けて考慮するこ
ととし、前者はダミー変数、後者はカテゴリー
変数として分析に用いる。さらに「会計知識・
経験」の程度をカテゴリー変数として投入する。

　これらの統計的分析の結果、「NPOとの関わ
り」については、活動目的、寄付金・補助金収
入金額、事業費割合を被説明変数とする３つの
モデルにおいて有意な結果が得られたが、２つ
の被説明変数（事業収入金額、効率的人件費）に
おいて統計的に有意な結果が得られなかった。
このとき、NPOとの関わりがある人はない人
に比べて、活動目的を重視する確率が1.9倍高
い結果が示されている。また、寄付金・補助金
収入金額と事業費割合については、重視する確
率が1.3倍ほど高い結果が示されている。
　そして、「ボランティア活動経験」と「会計
知識・経験」については、いずれの推定におい
ても有意な結果が得られており、ボランティア

経験や会計知識がない人に比べると、1.2倍か
ら1.5倍程度、各々の情報項目を重視する確率
が高くなるという結果が示されている。これら
の分析結果は、ボランティア経験や会計スキル
を有することが、潜在的寄付者が重視する
NPOの財務情報に影響を与えている可能性を
示唆すると考えられる。

Ⅳ　結　論

　本研究の目的は、潜在的寄付者としての一般
市民が、NPOに対する寄付や会費などの意思
決定を行う際に、どのような財務情報をどの程
度重視するか調査したうえで、会計スキルやボ
ランティア経験の有無といった個人属性によっ
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表２　推定結果（ロジットモデル）

性別
年齢
NPOとの関わり
ボランティア活動経験
会計知識・経験
定数項

サンプルサイズ

対数尤度
カイ二乗検定統計量
疑似決定係数

1.09
1.03***
1.36**
1.30***
1.20***
0.19***

‒1,301.67
130.49***

0.05

1.28***
1.02***
1.27
1.32***
1.25***
0.20***

‒1,287.04
132.63*** 

0.05

1.15
1.02***
1.34**
1.22***
1.19***
0.16***

‒1,329.64
113.06***

0.04

1.10
1.02***
1.09
1.26***
1.21***
0.19***

‒1,339.70
92.61***
0.03

0.98
1.01***
1.89***
1.51***
1.21***
0.29***

2,000 2,000 2,000 2,000 2,000
‒1,294.55

149.60*** 
0.05

オッズ比

事業費割合

***、**はそれぞれ１%、５% 水準で有意であることを示す。

オッズ比

効率的人件費

オッズ比

寄付金・補助
金収入金額

オッズ比

事業収入金額

オッズ比

活動目的

出所：筆者作成



て、重視する財務情報に相違が生じているかを
明らかにすることである。
　我々が実施したアンケート調査によれば、前
掲の図１に示したように、潜在的寄付者である
市民は支出項目、活動目的、収入項目という順
番で財務情報を重視する傾向がみられた。さら
に、どのような個人属性をもつ潜在的寄付者が、
これらの財務情報を重視しているか、計量モデ
ルを用いて分析を行ったところ、会計知識・経
験のある人、NPOと関わりがある人、ボラン
ティア経験がある人は、そのような知識及び経
験を持たない人よりも、これらの財務情報をよ
り重視する傾向が示された。
　したがって、本研究の結果として次のような
示唆が得られる。まず、会計知識・経験がある
人は、一般的に考えても常識的な結論ではある
が、相対的に財務情報への関心が高いことが確
認された。特に、効率的人件費（効率的に人件
費が使われているか）に関するオッズ比が最も高
くなっていることから、会計スキルが高い人は
資金使途に対する関心が高いことが示唆されて
いる。
　また、ボランティア経験がある人も、効率的
人件費及び事業費割合（事業に使った資金の割合）
のオッズ比が高くなっており、会計経験・知識
がある人と同様の傾向が認められた。さらに、
ボランティア経験がある人は、活動目的（団体
の活動目的やミッション）に対する関心が相当に
高い傾向を示している点が特徴的である。ただ
し、本調査においてボランティア経験があった
人の割合は高くないため、サンプルが一般的な
ボランティアの傾向を代表していない可能性も
ある。今後、より詳細な調査を行うべき課題で
ある。
　それに対して、サービス利用などのNPOと
の関わりがある人は、やはりサンプル数に限り
があるという課題は残されるが、重視する財務
情報についてより特徴的な傾向を示している。
まず、活動目的に対する関心が非常に高い。さ
らには、事業費割合に対する関心も高いが、同
様に寄付金や補助金による収入の金額に対する

関心が相当に高い点が、他の属性とは異なって
いる点である。
　これらの分析結果から、NPOとの関わりや
ボランティア経験を、団体に対する共感や理解
の代理変数と考えるならば、市民がNPOとの
接点をより多く持つことにより、各種の財務情
報への関心をより高めることにつながると考え
られる。近年、NPOでのボランティア活動に
関心を持つ人々が増加しているが、このような
潮流が今後も拡大するのであれば、財務情報を
重視する潜在的寄付者が増加し、それに応じて
NPOの財務的特質に対する理解も徐々に浸透
していくと考えられる。
　ただし、本研究の限界としてNPOへの寄付
がいまだ広がらない状況下で、インターネット
調査によって抽出した市民が、果たしてNPO
に対する潜在的寄付者を代表するサンプルと
なっているか、という問題がある。本来であれ
ば、NPOに対してある程度の関心を有する者
を選んで分析を行う必要があるかもしれないが、
今回はサンプル抽出の困難性と、財務情報に関
する日本での初期的段階における調査である点
を考慮して、すべての回答者を潜在的寄付者と
みなして分析を行うこととした。したがって、
特にNPOとの関わりやボランティアについて、
サンプル数が比較的少ないという限界があり、
質問した財務情報の各項目間に生じている比率
の差異がどの程度の意味をもつか、また推定結
果の頑健性への課題はないかという指摘に対し
て、確定的な解釈を示すためにはさらなる分析
が必要となる。
　また、今回の分析モデルで用いたNPOとの
関わりの説明変数について、ボランティアやス
タッフとしてNPOの活動に参加していること
や、NPOによるサービスを利用した経験があ
ることを代理変数として用いているが、NPO
との関係性をより適切に表す質問項目が存在す
る可能性もある。また、会計スキルについても、
NPOの財務的特質に関する理解の水準を今回
は問わなかった。今後、潜在的寄付者の意思決
定プロセスを表す、より適切な質問項目を探る
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ことが、分析モデルを精緻化するためには必要
となる。
　さらには、技術的な問題として、本研究では
サンプルサイズの制約から交差項を作成するこ
とができなかった。そのため、会計スキルと
NPOとの関わりをそれぞれ説明変数として推
定モデルに投入したが、会計スキルがあり、か
つNPOとの関わりがある人と、会計スキルは
あるが、NPOでの活動経験がない人を区別し
て分析することができれば、NPOに対する理
解が財務情報の解釈において、どのように影響
しているかをより正確に把握することができる
と考えられる。
　そして、NPOによる情報公開における根本
的な課題として、Szper & Prakash［2011：
pp.126‒132］が指摘するように、寄付者は財務
情報を容易に解釈できないという問題に直面す
ることと、財務情報だけで寄付行動が変わるわ
けではなく、事業内容や成果に関する情報、地
域での名声や評価といった非財務情報もあわせ
て意思決定をしていることに配慮する必要があ
る。そのため、将来的には財務情報に限らず、
これらの非財務情報を含めた分析モデルを構築
することにより、潜在的寄付者の意思決定プロ
セスをより適切に把握することが望まれる。
　上述のような限界があるため、本研究で得ら
れた知見は、潜在的寄付者が有している傾向を
正確に描き出しているとまではいえないが、
NPOが財務情報に対する読み手の属性を意識
して、戦略的な情報公開に取り組むための検討
材料になり得るのではないかと考える。今後、
より正確に潜在的寄付者の意思決定過程を解明
するために、さらなる研究を進めたいと考えて
いる。
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